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第６６条の４（国外関連者との取引に係る課税の特例） 

 

 法人が、昭和６１年４月１日以後に開始する各事業年度において、当該法人に係る国

外関連者（外国法人で、当該法人との間にいずれか一方の法人が他方の法人の発行済

株式の総数又は出資金額（当該他方の法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の１

００分の５０以上の株式の数又は出資の金額を直接又は間接に保有する関係その他の

政令で定める特殊の関係（次項及び第６項において「特殊の関係」という。）のあるものを

いう。以下この条において同じ。）との間で資産の販売、資産の購入、役務の提供その他

の取引を行つた場合に、当該取引（当該国外関連者が法人税法第１４１条第１号から第

３号までに掲げる外国法人のいずれに該当するかに応じ、当該国外関連者のこれらの

号に掲げる国内源泉所得に係る取引のうち政令で定めるものを除く。以下この条におい

て「国外関連取引」という。）につき、当該法人が当該国外関連者から支払を受ける対価

の額が独立企業間価格に満たないとき、又は当該法人が当該国外関連者に支払う対価

の額が独立企業間価格を超えるときは、当該法人の当該事業年度の所得及び解散（合

併による解散を除く。以下この条において同じ。）による清算所得（清算所得に対する法

人税を課される法人の清算中の事業年度の所得及び同法第１０３条第１項第２号の規

定により解散による清算所得とみなされる金額を含む。第７項において同じ。）に係る同

法その他法人税に関する法令の規定の適用については、当該国外関連取引は、独立企

業間価格で行われたものとみなす。 

 

 ２ 前項に規定する独立企業間価格とは、国外関連取引が次の各号に掲げる取引の

いずれに該当するかに応じ当該各号に定める方法により算定した金額をいう。 

 ◆１ 棚卸資産の販売又は購入 次に掲げる方法（ニに掲げる方法は、イからハまでに

掲げる方法を用いることができない場合に限り、用いることができる。） 

  イ 独立価格比準法（特殊の関係にない売手と買手が、国外関連取引に係る棚卸資

産と同種の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他が同様の状況

の下で売買した取引の対価の額（当該同種の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、

取引数量その他に差異のある状況の下で売買した取引がある場合において、その差異

により生じる対価の額の差を調整できるときは、その調整を行つた後の対価の額を含

む。）に相当する金額をもつて当該国外関連取引の対価の額とする方法をいう。） 

  ロ 再販売価格基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の買手が特殊の関係にない

者に対して当該棚卸資産を販売した対価の額（以下この項において「再販売価格」とい

う。）から通常の利潤の額（当該再販売価格に政令で定める通常の利益率を乗じて計算

した金額をいう。）を控除して計算した金額をもつて当該国外関連取引の対価の額とする

方法をいう。） 

  ハ 原価基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の売手の購入、製造その他の行為に

よる取得の原価の額に通常の利潤の額（当該原価の額に政令で定める通常の利益率を
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乗じて計算した金額をいう。）を加算して計算した金額をもつて当該国外関連取引の対価

の額とする方法をいう。） 

  ニ イからハまでに掲げる方法に準ずる方法その他政令で定める方法 

 ◆２ 前号に掲げる取引以外の取引 次に掲げる方法（ロに掲げる方法は、イに掲げる

方法を用いることができない場合に限り、用いることができる。） 

  イ 前号イからハまでに掲げる方法と同等の方法 

  ロ 前号ニに掲げる方法と同等の方法 

 

 ３ 法人が各事業年度において支出した寄附金の額（法人税法第３７条第７項に規定

する寄附金の額をいい、同条第１項の規定の適用を受けたものを除く。以下この項及び

次項において同じ。）のうち当該法人に係る国外関連者に対するもの（同法第１４１条第

１号から第３号までに掲げる外国法人に該当する国外関連者に対する寄附金の額で当

該国外関連者の各事業年度の所得の金額の計算上益金の額に算入されるものを除

く。）は、当該法人の各事業年度の所得の金額（同法第１０２条第１項第１号に規定する

所得の金額を含む。）の計算上、損金の額に算入しない。この場合において、当該法人

に対する同法第３７条の規定の適用については、同条第３項中「前２項」とあるのは、「前

２項及び租税特別措置法第６６条の４第３項（国外関連者との取引に係る課税の特例）」

とする。 

 

 ４ 第１項の規定の適用がある場合における国外関連取引の対価の額と当該国外関

連取引に係る同項に規定する独立企業間価格との差額（寄附金の額に該当するものを

除く。）は、法人の各事業年度の所得の金額（法人税法第１０２条第１項第１号に規定す

る所得の金額を含む。）の計算上、損金の額に算入しない。 

 

 ５ 前項に規定する差額で法人の清算中に生じたものは、当該法人の解散による清算

所得の金額の計算上、残余財産の価額に算入する。 

 

 ６ 法人が当該法人に係る国外関連者との取引を他の者（当該法人に係る他の国外関

連者、当該国外関連者と特殊の関係のある内国法人並びに当該国外関連者と特定信

託（法人税法第２条第２９号の３に規定する特定信託をいう。以下この項において同じ。）

の信託財産との間に第６８条の３の５第１項に規定する特殊の関係がある場合における

当該特定信託の受託者である内国法人及び外国法人（当該特定信託の信託財産に係

る当該取引を行う場合に限る。）を除く。以下この項において「非関連者」という。）を通じ

て行う場合として政令で定める場合における当該法人と当該非関連者との取引は、当該

法人の国外関連取引とみなして、第１項の規定を適用する。 
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７ 国税庁の当該職員又は法人の納税地の所轄税務署若しくは所轄国税局の当該職員

が、法人にその各事業年度における国外関連取引に係る第１項に規定する独立企業間

価格を算定するために必要と認められる帳簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認識することができない方

式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の

作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。次項、第９項及び第１

２項第２号において同じ。）又はその写しの提示又は提出を求めた場合において、当該

法人がこれらを遅滞なく提示し、又は提出しなかつたときは、税務署長は、当該法人の

当該国外関連取引に係る事業と同種の事業を営む法人で事業規模その他の事業の内

容が類似するものの当該事業に係る売上総利益率又はこれに準ずる割合として政令で

定める割合を基礎として第２項第１号ロ若しくはハに掲げる方法又は同項第２号イに掲

げるこれらの方法と同等の方法により算定した金額を当該独立企業間価格と推定して、

当該法人の当該事業年度の所得の金額若しくは欠損金額又は解散による清算所得の

金額につき法人税法第２条第４３号に規定する更正（第１６項において「更正」という。）又

は同条第４４号に規定する決定（第１６項において「決定」という。）をすることができる。 

 

 ８ 国税庁の当該職員又は法人の納税地の所轄税務署若しくは所轄国税局の当該職

員は、法人と当該法人に係る国外関連者との間の取引に関する調査について必要があ

るときは、当該法人に対し、当該国外関連者が保存する帳簿書類又はその写しの提示

又は提出を求めることができる。この場合において、当該法人は、当該提示又は提出を

求められたときは、当該帳簿書類又はその写しの入手に努めなければならない。 

 ９ 国税庁の当該職員又は法人の納税地の所轄税務署若しくは所轄国税局の当該職

員は、法人が第７項に規定する帳簿書類又はその写しを遅滞なく提示し、又は提出しな

かつた場合において、当該法人の各事業年度における国外関連取引に係る第１項に規

定する独立企業間価格を算定するために必要があるときは、その必要と認められる範囲

内において、当該法人の当該国外関連取引に係る事業と同種の事業を営む者に質問し、

又は当該事業に関する帳簿書類を検査することができる。 

 

 １０ 前項の規定による質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解してはならない。 

 

 １１ 国税庁、国税局又は税務署の当該職員は、第９項の規定による質問又は検査を

する場合には、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを

提示しなければならない。 

 

 １２ 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 

 ◆１ 第９項の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは偽りの答弁をし、

又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 ◆２ 前号の検査に関し偽りの記載又は記録をした帳簿書類を提示した者 
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 １３ 法人の代表者（人格のない社団等の管理人を含む。）又は法人若しくは人の代理

人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して前項の違反行為をした

ときは、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同項の刑を科する。 

 

 １４ 人格のない社団等について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は

管理人がその訴訟行為につきその人格のない社団等を代表するほか、法人を被告人又

は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

 

 １５ 法人は、各事業年度において当該法人に係る国外関連者との間で取引を行つた

場合には、当該国外関連者の名称及び本店又は主たる事務所の所在地その他財務省

令で定める事項を記載した書類を当該事業年度の確定申告書（法人税法第２条第３１号

に規定する確定申告書をいう。）に添付しなければならない。 

 

 １６ 更正若しくは決定（以下この項において「更正決定」という。）又は国税通則法第３

２条第５項に規定する賦課決定（以下この項において「賦課決定」という。）で次の各号に

掲げるものは、同法第７０条第１項から第４項まで（同条第２項第２号及び第３号に掲げ

る更正（同項に規定する純損失等の金額に係るものに限る。）に係る部分を除く。）の規

定にかかわらず、当該各号に定める期限又は日から６年を経過する日まで、することが

できる。この場合において、同条第５項及び同法第７１条第１項の規定の適用について

は、同法第７０条第５項中「前各項」とあるのは「前各項及び租税特別措置法第６６条の

４第１６項（国外関連者との取引に係る課税の特例）」と、同法第７１条第１項中「が前条」

とあるのは「が前条及び租税特別措置法第６６条の４第１６項（国外関連者との取引に係

る課税の特例）」と、「、前条」とあるのは「、前条及び同項」とする。 

 ◆１ 法人が当該法人に係る国外関連者との取引を第１項に規定する独立企業間価

格と異なる対価の額で行つた事実に基づいてする法人税に係る更正決定又は当該更正

決定に伴い国税通則法第１９条第１項に規定する課税標準等若しくは税額等に異動を

生ずべき法人税に係る更正決定 これらの更正決定に係る法人税の同法第２条第７号

に規定する法定申告期限（同法第６１条第１項に規定する還付請求申告書に係る更正

については、当該還付請求申告書を提出した日） 

 ◆２ 前号に規定する事実に基づいてする法人税に係る更正決定若しくは国税通則法

第２条第６号に規定する納税申告書（同法第１７条第２項に規定する期限内申告書を除

く。以下この号において「納税申告書」という。）の提出又は当該更正決定若しくは当該納

税申告書の提出に伴い前号に規定する異動を生ずべき法人税に係る更正決定若しくは

納税申告書の提出に伴いこれらの法人税に係る同法第６９条に規定する加算税につい

てする賦課決定 その納税義務の成立の日 

 

 １７ 法人が当該法人に係る国外関連者との取引を第１項に規定する独立企業間価格

と異なる対価の額で行つたことに伴い納付すべき税額が過少となり、又は国税通則法第
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２条第６号に規定する還付金の額が過大となつた法人税に係る同法第７２条第１項に規

定する国税の徴収権の時効は、同法第７３条第３項の規定の適用がある場合を除き、当

該法人税の同法第７２条第１項に規定する法定納期限から１年間は、進行しない。 

 

 １８ 前項の場合においては、国税通則法第７３条第３項ただし書の規定を準用する。

この場合において、同項ただし書中「２年」とあるのは、「１年」と読み替えるものとする。 

 

 １９ 第１項の規定の適用がある場合において、法人と当該法人に係る国外関連者（法

人税法第１３９条に規定する条約（以下この項において「租税条約」という。）の規定によ

り租税条約の我が国以外の締約国（以下この項において「条約相手国」という。）の居住

者又は法人とされるものに限る。）との間の国外関連取引に係る第１項に規定する独立

企業間価格につき財務大臣が当該条約相手国の権限ある当局との間で当該租税条約

に基づく合意をしたことその他の政令で定める要件を満たすときは、国税局長又は税務

署長は、政令で定めるところにより、当該法人が同項の規定の適用により納付すべき法

人税に係る延滞税のうちその計算の基礎となる期間で財務大臣が当該条約相手国の権

限ある当局との間で合意をした期間に対応する部分に相当する金額を免除することがで

きる。 

 

 ２０ 外国法人が国外関連者に該当するかどうかの判定に関する事項その他第１項か

ら第７項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 

 

 

 

 

第３９条の１２（国外関連者との取引に係る課税の特例） 

 

 法第６６条の４第１項に規定する政令で定める特殊の関係は、次に掲げる関係とする。 

 ◆１ ２の法人のいずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式又は出資（自己が

有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額（以下第３項までにおいて「発行済

株式等」という。）の１００分の５０以上の数又は金額の株式又は出資を直接又は間接に

保有する関係 

 ◆２ ２の法人が同一の者（当該者が個人である場合には、当該個人及びこれと法人

税法第２条第１０号に規定する政令で定める特殊の関係のある個人。第５号において同

じ。）によつてそれぞれその発行済株式等の１００分の５０以上の数又は金額の株式又は

出資を直接又は間接に保有される場合における当該２の法人の関係（前号に掲げる関

係に該当するものを除く。） 

 ◆３ 次に掲げる事実その他これに類する事実（次号及び第５号において「特定事実」
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という。）が存在することにより２の法人のいずれか一方の法人が他方の法人の事業の

方針の全部又は一部につき実質的に決定できる関係（前２号に掲げる関係に該当する

ものを除く。） 

  イ 当該他方の法人の役員の２分の１以上又は代表する権限を有する役員が、当該

一方の法人の役員若しくは使用人を兼務している者又は当該一方の法人の役員若しく

は使用人であつた者であること。 

  ロ 当該他方の法人がその事業活動の相当部分を当該一方の法人との取引に依存

して行つていること。 

  ハ 当該他方の法人がその事業活動に必要とされる資金の相当部分を当該一方の

法人からの借入れにより、又は当該一方の法人の保証を受けて調達していること。 

 ◆４ １の法人と次に掲げるいずれかの法人との関係（前３号に掲げる関係に該当する

ものを除く。） 

  イ 当該１の法人が、その発行済株式等の１００分の５０以上の数若しくは金額の株

式若しくは出資を直接若しくは間接に保有し、又は特定事実が存在することによりその事

業の方針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人 

  ロ イ又はハに掲げる法人が、その発行済株式等の１００分の５０以上の数若しくは金

額の株式若しくは出資を直接若しくは間接に保有し、又は特定事実が存在することによ

りその事業の方針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人 

  ハ ロに掲げる法人が、その発行済株式等の１００分の５０以上の数若しくは金額の

株式若しくは出資を直接若しくは間接に保有し、又は特定事実が存在することによりその

事業の方針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人 

 ◆５ ２の法人がそれぞれ次に掲げるいずれかの法人に該当する場合における当該２

の法人の関係（イに規定する１の者が同一の者である場合に限るものとし、前各号に掲

げる関係に該当するものを除く。） 

  イ １の者が、その発行済株式等の１００分の５０以上の数若しくは金額の株式若しく

は出資を直接若しくは間接に保有し、又は特定事実が存在することによりその事業の方

針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人 

  ロ イ又はハに掲げる法人が、その発行済株式等の１００分の５０以上の数若しくは金

額の株式若しくは出資を直接若しくは間接に保有し、又は特定事実が存在することによ

りその事業の方針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人 

  ハ ロに掲げる法人が、その発行済株式等の１００分の５０以上の数若しくは金額の

株式若しくは出資を直接若しくは間接に保有し、又は特定事実が存在することによりその

事業の方針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人 

 

 ２ 前項第１号の場合において、一方の法人が他方の法人の発行済株式等の１００分

の５０以上の数又は金額の株式又は出資を直接又は間接に保有するかどうかの判定は、

当該一方の法人の当該他方の法人に係る直接保有の株式等の保有割合（当該一方の

法人の有する当該他方の法人の株式又は出資の数又は金額が当該他方の法人の発行

済株式等のうちに占める割合をいう。）と当該一方の法人の当該他方の法人に係る間接
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保有の株式等の保有割合とを合計した割合により行うものとする。 

 

 ３ 前項に規定する間接保有の株式等の保有割合とは、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ当該各号に掲げる割合（当該各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合に

は、当該各号に掲げる割合の合計割合）をいう。 

 ◆１ 前項の他方の法人の株主等（法人税法第２条第１４号に規定する株主等をいう。

次号において同じ。）である法人の発行済株式等の１００分の５０以上の数又は金額の株

式又は出資が同項の一方の法人により所有されている場合 当該株主等である法人の

有する当該他方の法人の株式又は出資の数又は金額が当該他方の法人の発行済株式

等のうちに占める割合（当該株主等である法人が２以上ある場合には、当該２以上の株

主等である法人につきそれぞれ計算した割合の合計割合） 

 ◆２ 前項の他方の法人の株主等である法人（前号に掲げる場合に該当する同号の株

主等である法人を除く。）と同項の一方の法人との間にこれらの者と発行済株式等の所

有を通じて連鎖関係にある１又は２以上の法人（以下この号において「出資関連法人」と

いう。）が介在している場合（出資関連法人及び当該株主等である法人がそれぞれその

発行済株式等の１００分の５０以上の数又は金額の株式又は出資を当該一方の法人又

は出資関連法人（その発行済株式等の１００分の５０以上の数又は金額の株式又は出

資が当該一方の法人又は他の出資関連法人によつて所有されているものに限る。）によ

つて所有されている場合に限る。） 当該株主等である法人の有する当該他方の法人の

株式又は出資の数又は金額が当該他方の法人の発行済株式等のうちに占める割合

（当該株主等である法人が２以上ある場合には、当該２以上の株主等である法人につき

それぞれ計算した割合の合計割合） 

 

 ４ 第２項の規定は、第１項第２号、第４号及び第５号の直接又は間接に保有される関

係の判定について準用する。 

 

 ５ 法第６６条の４第１項に規定する政令で定める取引は、同項に規定する国外関連者

が法人税法第１４１条第１号から第３号までに掲げる外国法人のいずれに該当するかに

応じ、当該国外関連者のこれらの号に掲げる国内源泉所得（第１条の２第１項第２号に

規定する租税条約の規定により法人税が軽減され、又は免除される所得を除く。）に係

る取引とする。 

 

 ６ 法第６６条の４第２項第１号ロに規定する政令で定める通常の利益率は、同条第１

項に規定する国外関連取引（以下この条において「国外関連取引」という。）に係る棚卸

資産と同種又は類似の棚卸資産を、特殊の関係（法第６６条の４第１項に規定する特殊

の関係をいう。）にない者（以下第８項までにおいて「非関連者」という。）から購入した者

（以下この項及び第８項第２号において「再販売者」という。）が当該同種又は類似の棚

卸資産を非関連者に対して販売した取引（以下この項において「比較対象取引」という。）

に係る当該再販売者の売上総利益の額（当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売に
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よる収入金額の合計額から当該比較対象取引に係る棚卸資産の原価の額の合計額を

控除した金額をいう。）の当該収入金額の合計額に対する割合とする。ただし、比較対象

取引と当該国外関連取引に係る棚卸資産の買手が当該棚卸資産を非関連者に対して

販売した取引とが売手の果たす機能その他において差異がある場合には、その差異に

より生ずる割合の差につき必要な調整を加えた後の割合とする。 

 

 ７ 法第６６条の４第２項第１号ハに規定する政令で定める通常の利益率は、国外関連

取引に係る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を、購入（非関連者からの購入に限

る。）、製造その他の行為により取得した者（以下この項及び次項第３号において「販売

者」という。）が当該同種又は類似の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引（以下こ

の項において「比較対象取引」という。）に係る当該販売者の売上総利益の額（当該比較

対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額から当該比較対象取引に係

る棚卸資産の原価の額の合計額を控除した金額をいう。）の当該原価の額の合計額に

対する割合とする。ただし、比較対象取引と当該国外関連取引とが売手の果たす機能そ

の他において差異がある場合には、その差異により生ずる割合の差につき必要な調整

を加えた後の割合とする。 

 

 ８ 法第６６条の４第２項第１号ニに規定する政令で定める方法は、次に掲げる方法と

する。 

 ◆１ 国外関連取引に係る棚卸資産の法第６６条の４第１項の法人又は当該法人に係

る同項に規定する国外関連者による購入、製造、販売その他の行為に係る所得が、当

該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者が支出した費用の額、使用した固

定資産の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄与した程度を推測するに足りる

要因に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属するものとして計算した金額をもつて

当該国外関連取引の対価の額とする方法 

 ◆２ 国外関連取引に係る棚卸資産の買手が非関連者に対して当該棚卸資産を販売

した対価の額（以下この号において「再販売価格」という。）から、当該再販売価格にイに

掲げる金額のロに掲げる金額に対する割合（再販売者が当該棚卸資産と同種又は類似

の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引（以下この号において「比較対象取引」と

いう。）と当該国外関連取引に係る棚卸資産の買手が当該棚卸資産を非関連者に対し

て販売した取引とが売手の果たす機能その他において差異がある場合には、その差異

により生ずる割合の差につき必要な調整を加えた後の割合）を乗じて計算した金額に当

該国外関連取引に係る棚卸資産の販売のために要した販売費及び一般管理費の額を

加算した金額を控除した金額をもつて当該国外関連取引の対価の額とする方法 

  イ 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による営業利益の額の合計額 

  ロ 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額 

 ◆３ 国外関連取引に係る棚卸資産の売手の購入、製造その他の行為による取得の

原価の額（以下この号において「取得原価の額」という。）に、イに掲げる金額にロに掲げ

る金額のハに掲げる金額に対する割合（販売者が当該棚卸資産と同種又は類似の棚卸
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資産を非関連者に対して販売した取引（以下この号において「比較対象取引」という。）と

当該国外関連取引とが売手の果たす機能その他において差異がある場合には、その差

異により生ずる割合の差につき必要な調整を加えた後の割合）を乗じて計算した金額及

びイ（２）に掲げる金額の合計額を加算した金額をもつて当該国外関連取引の対価の額

とする方法 

  イ 次に掲げる金額の合計額 

  （１） 当該取得原価の額 

  （２） 当該国外関連取引に係る棚卸資産の販売のために要した販売費及び一般管

理費の額 

  ロ 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による営業利益の額の合計額 

  ハ 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額からロに掲

げる金額を控除した金額 

 ◆４ 前２号に掲げる方法に準ずる方法 

 

 ９ 法第６６条の４第６項に規定する政令で定める場合は、同項の法人と同項の非関連

者（以下この項及び次項において「非関連者」という。）との間の取引の対象となる資産

が同条第６項の当該法人に係る国外関連者に販売、譲渡、貸付け又は提供されること

が当該取引を行つた時において契約その他によりあらかじめ定まつている場合で、かつ、

当該販売、譲渡、貸付け又は提供に係る対価の額が当該法人と当該国外関連者との間

で実質的に決定されていると認められる場合及び同項の当該法人に係る国外関連者と

非関連者との間の取引の対象となる資産が同項の法人に販売、譲渡、貸付け又は提供

されることが当該取引を行つた時において契約その他によりあらかじめ定まつている場

合で、かつ、当該販売、譲渡、貸付け又は提供に係る対価の額が当該法人と当該国外

関連者との間で実質的に決定されていると認められる場合とする。 

 

 １０ 法第６６条の４第６項の規定により国外関連取引とみなされた取引に係る同条第

１項に規定する独立企業間価格は、同条第２項の規定にかかわらず、当該取引が前項

の法人と同項の当該法人に係る国外関連者との間で行われたものとみなして同条第２

項の規定を適用した場合に算定される金額に、当該法人と当該国外関連者との取引が

非関連者を通じて行われることにより生じる対価の額の差につき必要な調整を加えた金

額とする。 

 

 １１ 法第６６条の４第７項第１号に規定する売上総利益率又はこれに準ずる割合とし

て政令で定める割合は、同号に規定する同種の事業を営む法人で事業規模その他の事

業の内容が類似するものの同号の国外関連取引が行われた日を含む事業年度又はこ

れに準ずる期間内の当該事業に係る売上総利益の額（当該事業年度又はこれに準ずる

期間内の棚卸資産の販売による収入金額の合計額（当該事業が棚卸資産の販売に係

る事業以外の事業である場合には、当該事業に係る収入金額の合計額。以下この項に

おいて「総収入金額」という。）から当該棚卸資産の原価の額の合計額（当該事業が棚卸
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資産の販売に係る事業以外の事業である場合には、これに準ずる原価の額又は費用の

額の合計額。以下この項において「総原価の額」という。）を控除した金額をいう。）の総

収入金額又は総原価の額に対する割合とする。 

 

 １２ 法第６６条の４第７項第２号に規定する同条第２項第１号ニに規定する政令で定め

る方法又は同項第２号ロに掲げる方法（当該政令で定める方法と同等の方法に限る。）

に類するものとして政令で定める方法は、国外関連取引が棚卸資産の販売又は購入で

ある場合にあつては第１号から第４号までに掲げる方法とし、国外関連取引が棚卸資産

の販売又は購入以外の取引である場合にあつては第１号又は第５号に掲げる方法とす

る。 

 ◆１ 法第６６条の４第７項の法人及び当該法人の同項の国外関連取引に係る国外関

連者（同条第１項に規定する国外関連者をいう。）の属する企業集団の財産及び損益の

状況を連結して記載した計算書類による当該国外関連取引が行われた日を含む事業年

度又はこれに準ずる期間の当該国外関連取引に係る事業に係る所得（当該計算書類に

おいて当該事業に係る所得が他の事業に係る所得と区分されていない場合には、当該

事業を含む事業に係る所得とする。以下この号において同じ。）が、これらの者が支出し

た当該国外関連取引に係る事業に係る費用の額、使用した固定資産の価額（当該計算

書類において当該事業に係る費用の額又は固定資産の価額が他の事業に係る費用の

額又は固定資産の価額と区分されていない場合には、当該事業を含む事業に係る費用

の額又は固定資産の価額とする。）その他これらの者が当該所得の発生に寄与した程

度を推測するに足りる要因に応じてこれらの者に帰属するものとして計算した金額をもつ

て当該国外関連取引の対価の額とする方法 

 ◆２ 国外関連取引に係る棚卸資産の買手が非関連者（法第６６条の４第１項に規定

する特殊の関係にない者をいう。）に対して当該棚卸資産を販売した対価の額（以下この

号において「再販売価格」という。）から、当該再販売価格にイに掲げる金額のロに掲げ

る金額に対する割合を乗じて計算した金額に当該国外関連取引に係る棚卸資産の販売

のために要した販売費及び一般管理費の額を加算した金額を控除した金額をもつて当

該国外関連取引の対価の額とする方法 

  イ 当該国外関連取引に係る事業と同種又は類似の事業を営む法人で事業規模そ

の他の事業の内容が類似するもの（以下この号において「比較対象事業」という。）の当

該国外関連取引が行われた日を含む事業年度又はこれに準ずる期間（以下この号にお

いて「比較対象事業年度」という。）の当該比較対象事業に係る棚卸資産の販売による

営業利益の額の合計額 

  ロ 当該比較対象事業年度の当該比較対象事業に係る棚卸資産の販売による収入

金額の合計額 

 ◆３ 国外関連取引に係る棚卸資産の売手の購入、製造その他の行為による取得の

原価の額（以下この号において「取得原価の額」という。）に、イに掲げる金額にロに掲げ

る金額のハに掲げる金額に対する割合を乗じて計算した金額及びイ（２）に掲げる金額

の合計額を加算した金額をもつて当該国外関連取引の対価の額とする方法 
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  イ 次に掲げる金額の合計額 

  （１） 当該取得原価の額 

  （２） 当該国外関連取引に係る棚卸資産の販売のために要した販売費及び一般管

理費の額 

  ロ 当該国外関連取引に係る事業と同種又は類似の事業を営む法人で事業規模そ

の他の事業の内容が類似するもの（以下この号において「比較対象事業」という。）の当

該国外関連取引が行われた日を含む事業年度又はこれに準ずる期間（以下この号にお

いて「比較対象事業年度」という。）の当該比較対象事業に係る棚卸資産の販売による

営業利益の額の合計額 

  ハ 当該比較対象事業年度の当該比較対象事業に係る棚卸資産の販売による収入

金額の合計額からロに掲げる金額を控除した金額 

 ◆４ 前２号に掲げる方法に準ずる方法 

 ◆５ 前３号に掲げる方法と同等の方法 

 

 １３ 法第６６条の４第１９項に規定する政令で定める要件は、次に掲げる要件とする。 

 ◆１ 法第６６条の４第１９項に規定する国外関連取引に係る同項に規定する独立企業

間価格につき財務大臣が同項に規定する租税条約の我が国以外の締約国の権限ある

当局との間で当該租税条約に基づく合意をしたこと。 

 ◆２ 前号の我が国以外の締約国が、同号の合意に基づき法第６６条の４第１９項に規

定する国外関連者に係る租税を減額し、かつ、その減額により還付をする金額に、還付

加算金に相当する金額のうちその計算の基礎となる期間で財務大臣と当該我が国以外

の締約国の権限ある当局との間で合意をした期間に対応する部分に相当する金額を付

さないこと。 

 

 １４ 法第６６条の４第１９項に規定する納付すべき法人税に係る延滞税は、同条第１

項の規定を適用した場合に納付すべき法人税の額から同項の規定の適用がなかつたと

した場合に納付すべき法人税の額に相当する金額を控除した金額に係る延滞税とする。 

 

 １５ 法第６６条の４第１項、第２項第１号イ若しくはロ若しくは第６項の規定又は第６項

の規定を適用する場合において、これらの規定に規定する特殊の関係が存在するかど

うかの判定は、それぞれの取引が行われた時の現況によるものとする。 

 

 

第３７条（寄附金の損金不算入） 

 

 内国法人が各事業年度において支出した寄附金の額（次項の規定の適用を受ける寄

附金の額を除く。）の合計額のうち、その内国法人の当該事業年度終了の時の資本金等

の額又は当該事業年度の所得の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金

額（第４項において「損金算入限度額」という。）を超える部分の金額は、当該内国法人の
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各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

 

 ２ 内国法人が各事業年度において当該内国法人との間に連結完全支配関係がある

連結法人に対して支出した寄附金の額があるときは、その寄附金の額は、当該内国法

人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

 

 ３ 第１項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに次の各号に掲げる寄

附金の額があるときは、当該各号に掲げる寄附金の額の合計額は、同項に規定する寄

附金の額の合計額に算入しない。 

 ◆１ 国又は地方公共団体（港湾法（昭和２５年法律第２１８号）の規定による港務局を

含む。）に対する寄附金（その寄附をした者がその寄附によつて設けられた設備を専属

的に利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認められるものを除

く。）の額 

 ◆２ 民法（明治２９年法律第８９号）第３４条（公益法人の設立）の規定により設立され

た法人その他公益を目的とする事業を行う法人又は団体に対する寄附金（当該法人の

設立のためにされる寄附金その他の当該法人の設立前においてされる寄附金で政令で

定めるものを含む。）のうち、次に掲げる要件を満たすと認められるものとして政令で定

めるところにより財務大臣が指定したものの額 

  イ 広く一般に募集されること。 

  ロ 教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に寄

与するための支出で緊急を要するものに充てられることが確実であること。 

 

 ４ 第１項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに、公共法人、公益法人

等その他特別の法律により設立された法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、

社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものに対

する当該法人の主たる目的である業務に関連する寄附金（前項各号に規定する寄附金

に該当するものを除く。）の額があるときは、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が当

該事業年度に係る損金算入限度額を超える場合には、当該損金算入限度額に相当する

金額）は、第１項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。ただし、内国法人である

公益法人等が支出した寄附金の額については、この限りでない。 

 

 ５ 内国法人である公益法人等がその収益事業に属する資産のうちからその収益事業

以外の事業のために支出した金額は、その収益事業に係る寄附金の額とみなして、第１

項の規定を適用する。 

 

 ６ 内国法人が特定公益信託（信託法（大正１１年法律第６２号）第６６条（公益信託）に

規定する公益信託で信託終了の時における信託財産がその信託財産に係る信託の委

託者に帰属しないこと及びその信託事務の実施につき政令で定める要件を満たすもの

であることについて政令で定めるところにより証明がされたものをいう。）の信託財産とす
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るために支出した金銭の額は、寄附金の額とみなして第１項、第４項、第９項及び第１０

項の規定を適用する。この場合において、第４項中「）の額」とあるのは、「）の額（第６項

に規定する特定公益信託のうち、その目的が教育又は科学の振興、文化の向上、社会

福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものの信託

財産とするために支出した金銭の額を含む。）」とするほか、この項の規定の適用を受け

るための手続に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 ７ 前各項に規定する寄附金の額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いずれの名義を

もつてするかを問わず、内国法人が金銭その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無

償の供与（広告宣伝及び見本品の費用その他これらに類する費用並びに交際費、接待

費及び福利厚生費とされるべきものを除く。次項において同じ。）をした場合における当

該金銭の額若しくは金銭以外の資産のその贈与の時における価額又は当該経済的な

利益のその供与の時における価額によるものとする。 

 

 ８ 内国法人が資産の譲渡又は経済的な利益の供与をした場合において、その譲渡又

は供与の対価の額が当該資産のその譲渡の時における価額又は当該経済的な利益の

その供与の時における価額に比して低いときは、当該対価の額と当該価額との差額のう

ち実質的に贈与又は無償の供与をしたと認められる金額は、前項の寄附金の額に含ま

れるものとする。 

 

 ９ 第３項及び第４項の規定は、確定申告書に第１項に規定する寄附金の額の合計額

に算入されない第３項各号に掲げる金額又は第４項に規定する寄附金の額の記載及び

第３項各号又は第４項に規定する寄附金の明細書の添付があり、かつ、財務省令で定

める書類を保存している場合に限り、適用する。この場合において、第３項又は第４項の

規定により第１項に規定する寄附金の額の合計額に算入されない金額は、当該金額とし

て記載された金額を限度とする。 

 

 １０ 税務署長は、第３項又は第４項の規定により第１項に規定する寄附金の額の合計

額に算入されないこととなる金額の全部又は一部につき前項の記載若しくは明細書の添

付がない確定申告書の提出があつた場合又は同項の書類の保存がない場合において

も、その記載若しくは明細書の添付又は書類の保存がなかつたことについてやむを得な

い事情があると認めるときは、その記載若しくは明細書の添付又は書類の保存がなかつ

た金額につき第３項又は第４項の規定を適用することができる。 

 

 １１ 財務大臣は、第３項第２号の指定をしたときは、これを告示する。 

 

 １２ 第５項から前項までに定めるもののほか、第１項から第４項までの規定の適用に

関し必要な事項は、政令で定める。 
 


